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平成 22 年 10 月 29 日 

 

各 位 

 

会 社 名：アサヒビール株式会社 

代表者名：代表取締役社長 泉谷 直木 

 （コード番号：2502 東証・大証第 1 部) 

問合せ先：広報部長 森田 健 

（TEL：03－5608－5126） 

 

 

 

海外子会社の株式譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、平成 22 年 10 月 29 日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるヘテ飲料株式会社（以下

「当該会社」）の全株式をLG Household & Health Care Ltd. (以下「LGH&H 社」)に譲渡することに関し、同社

との間で株式譲渡契約書を締結することを決議し、同日付でこれを締結いたしましたので下記の通りお知らせ

いたします。 

 

記 

 

１．譲渡の理由 

当社グループは、2015 年までの長期ビジョンとして、「世界品質」で信頼される企業に成長するとともに、2～2.5 兆

円の売上高と海外事業の売上構成比の 20～30%程度への引上げを達成し、グローバル食品企業トップレベルの事

業規模を目指しております。こうしたなか、当社は、2000 年に当該会社に出資し、2004 年に追加出資を通じて当該

会社を連結子会社化し、韓国飲料市場における当該会社の企業価値向上と当社グループの国際飲料事業の基盤

構築を目指してまいりましたが、当該会社の早期黒字化を未だ実現することができず、また、損益改善見通し

が不透明であると判断いたしました。 

当社グループ全体の成長性と収益性の向上を考慮する一方、LGH&H 社が当該会社の将来にわたる持続的な

成長に資するパートナーとの結論に至り、上記の通り決議いたしました。 

 

２．譲渡する子会社の概要 

（1） 商号 ヘテ飲料株式会社（英文：HAITAI BEVERAGE COMPANY, LIMITED）

（2） 所在地 ソウル特別市、大韓民国 

（3） 代表者 金 畯泳 

（4） 主な事業内容 飲料の製造及び販売 

（5） 資本金 94,140 百万ウォン 

（6） 発行済株式総数 18,828,000 株 

（7） 株主構成  

 アサヒビール株式会社 10,919,480 株（所有割合: 58.0%） 

 Hotel Lotte Co., Ltd. 3,577,320 株（所有割合: 19.0%） 

 MB Asia Foods Co., Ltd. 3,519,100 株（所有割合: 18.7%） 

 三井物産株式会社 541,400 株（所有割合: 2.9%） 
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 株式会社電通 270,700 株（所有割合: 1.4%） 

（8） 設立年月日 昭和 48 年 2 月 

（9） 当社と当該会社との関係  

 資本関係 当社は、当該会社の 58 %を保有する親会社であります。 

 人的関係 当該会社の代表理事 1 名及び理事 3 名は当社の取締役または従業員を

兼務しております。 

 取引関係 技術支援及び販売・マーケティング戦略企画の受託を行っておりま

す。 

（10） 最近の経営成績  

（単位：億ウォン） 

 決算期 平成 21 年 12 月期 

 売上高 2,601

 営業損失 394

 

３．株式譲渡先の概要 

（1） 商号 LG Household & Health Care Ltd. 

（2） 所在地 ソウル特別市、大韓民国 

（3） 代表者 車 錫勇 

（4） 主な事業内容 生活用品、化粧品、及び飲料製品の製造・販売 

（5） 資本金 886 億ウォン（平成 21 年 12 月 31 日現在） 

（6） 設立年月日 平成 13 年 4 月 

（7） 当社と株式譲渡先との関係 

 資本関係： なし 

 人的関係： なし 

 取引関係： なし 

 

４．譲渡株式について 

（1） 譲渡前の所有株式数 10,919,480 株（所有割合: 58.0%） 

（2） 譲渡株式数 10,919,480 株 

（3） 譲渡後の所有株式数 0 株（所有割合: 0.0%） 

 

５．取引金額について 

100%の株式に対する譲渡価額は 10,000 ウォン（※約 727 円）です。なお、当該会社の有利子負債 1,228 億

ウォン（※約 89 億円）については、LGH&H 社がその全額を引継ぐことに合意しております。 

 

※1 ウォン＝0.0727 円にて換算 

 

６．譲渡の日程 

平成 22 年 10 月 29 日 取締役会決議、株式譲渡契約書締結 

平成 22 年 12 月末（予定） 株式譲渡 

 

７．今後の見通し 

本取引が当社の平成 22 年 12 月期通期（平成 22 年 1 月 1 日～平成 22 年 12 月 31 日）の連結業績に与える影

響は軽微です。 

 

以 上 


